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重点項目の評価方法

 札幌市として特に重点的に取り組んでほしい評価項目を「省エネ」「省資源等」「緑化」「雪対策」の4項目
に分類分けして「重要項目評価シート」を作成しています。

□適 用 事・学・物・飲・会・工・病・ホ・住

用 途 事・学・物・飲・会・工・病・ホ・住

星１

～

星５

重要項目の評価は、それぞれ CASBEEスコアの集計であらわされる。

なお星１、２、３、４、５は以下のスコアで定義される。

星 1：スコアの割合が 20％未満
星 2：スコアの割合が 20％以上、40％未満
星 3：スコアの割合が 40％以上、60％未満
星 4スコアの割合が 60％以上、80％未満
星 5：スコアの割合が 80％以上

□解 説

重点項目の評価はのＱ1～ＬＲ3のスコアを集計し、合計点数に応じて星1つから星5つの5段階で評価す
るため、新たに数値王を入力する必要はありません。各項目のスコアおよび重み係数はCASBEEと同じ数
値としています。なお、点数を整理する際に整数表示とするため一律10倍して計算しています。

各項目の星の数とスコアの割合は絶対評価とし、以下のように算出しています。

表 各項目の星の数とスコアの割合

星の数 スコアの割合 

星１ 20%未満 

星２ 20%以上 ～ 40%未満 

星３ 40%以上 ～ 60%未満 

星４ 60%以上 ～ 80%未満 

星５ 80%以上 
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１） 省エネルギー

省エネルギーは以下に示す中項目のスコアを集計して評価している。

【Q 環境品質】 Q1 室内環境 

・2 温熱環境 

2.1 室温制御 

 3 外皮性能 

・3 光・視環境 

3.1 昼光利用
3 昼光利用設備 

・3 光・視環境 

3.2 グレア対策
1 昼光制御 

【LR 環境負荷低減性】 LR1 エネルギー

・1 建物外皮の熱負荷抑制

・2 自然エネルギー利用

・3 設備システムの高効率化
 集合住宅以外の評価(3a.3b) 
集合住宅の評価(3c) 

・4 効率的運用
   集合住宅以外の評価

 4.1 モニタリング
 4.2 運用管理体制

   集合住宅の評価

 4.1 モニタリング
 4.2 運用管理体制
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2） 省資源等
省資源等は以下に示す中項目のスコアを集計して評価している。

【Q 環境品質】 Q2 サービス性能
・2 耐用性・信頼性

2.2 部品・部材の耐用年数
 2 外壁仕上げ材の補修必要間隔
 3 主要内装仕上げ材の更新必要間隔
 4 空調換気ダクトの更新必要間隔
 5 空調・給排水配管の更新必要間隔
 6 主要設備機器の更新必要間隔

【Q 環境品質】 Q3 室外環境（敷地内）
・3 地域性・アメニティへの配慮

3.2 敷地内温熱環境の向上

【LR 環境負荷低減性】 LR2 資源・マテリアル
・2 非再生性資源の使用量削減

2.1 材料使用量の削減
2.2 既存建築躯体等の継続使用
2.3 躯体材料におけるリサイクル材の使用
2.4 躯体材料以外におけるリサイクル材の使用
2.5 持続可能な森林から産出された木材
2.6 部材の再利用可能性向上への取組み

・3 汚染物質含有材料の使用回避
3.2 フロン・ハロンの回避

 1 消火剤
 2 発泡剤（断熱材等）
 3 冷媒

【LR 環境負荷低減性】 LR3 敷地外環境

・1 地球温暖化への配慮
・2 地域環境への配慮

2.1 大気汚染防止
2.2 温熱環境悪化の改善
2.3 地域インフラへの負荷抑制

 1 雨水排水負荷低減
 4 廃棄物処理負荷抑制
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３）緑化

緑化は以下に示す中項目のスコアを集計して評価している。

【Q 環境品質】 Q3 室外環境（敷地内）
・1 生物環境の保全と創出

・2 まちなみ・景観への配慮

・3 地域性・アメニティへの配慮
 3.2 敷地内温熱環境の向上

【LR 環境負荷低減性】 LR3 敷地外環境
・2 地域環境への配慮

 2.2 温熱環境悪化の改善

４） 雪処理

雪処理は以下に示す中項目のスコアを集計して評価している。

なお、雪処理は以下に示す３つの評価項目のポイント数で評価している。評価ポイントが０ポイントで星１つ、

１ポイントで星３つ、２ポイントで星４つ、３ポイントで星５つとなる。

【Q 環境品質】 Q3 室外環境（敷地内）

・3 地域性・アメニティへの配慮
3.1 地域性への配慮、快適性の向上

II 空間・施設機能の提供による地域貢献
3）空間提供による地域貢献

【LR 環境負荷低減性】 LR3 敷地外環境

・2 地域環境への配慮
2.3 地域インフラへの負荷抑制

4 廃棄物処理負荷抑制
Ⅳ 効率的な除排雪のための空間整備や設備の設置

7)除排雪のための経路の確保等、冬期の除排雪に配慮した配置計画がされている場合

・2 地域環境への配慮
2.3 地域インフラへの負荷抑制

4 廃棄物処理負荷抑制
Ⅳ 効率的な除排雪のための空間整備や設備の設置

8)ヒーティングや堆雪スペースの確保等により、敷地外へ雪を出さない計画としている場合
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5)｢空気調和･衛生工学便覧 3空気調和設備編｣、空気調和･衛生工学会、2010 
6)｢建物の遮音設計資料｣、日本建築学会、1988 
7)「建物の床衝撃音防止設計」、日本建築学会編、2009 
8)｢空調設備の消音設計｣、板本守正 空調設備騒音研究会、理工学社、1976 
9)｢建築物における衛生的環境の確保に関する法律 建築物環境衛生管理基準｣
10)｢病院空調設備の設計･管理指針(HEAS－02－2004)｣、日本医療福祉設備協会
11)｢学校環境衛生の基準｣、文部科学省、2009 
12)｢都立学校衛生基準表｣
13)｢建築設備設計基準･同要綱｣、国土交通省
14)ANSI／ASHRAE－55－1992 ASHRAE STANDARD 
15)「空気調和･衛生工学便覧」
16)日本住宅性能基準(住宅品質確保の促進等に関する法律) 
17)｢住宅品質確保の促進等に関する法律 日本住宅性能基準｣
18)｢昼光照明の計算法｣、日本建築学会
19)｢建築環境工学｣、山田由紀子、培風館、1997 
20)｢実用教材建築環境工学｣、山形一彰、彰国社
21)日本工業規格：JIS C 8106「施設用蛍光灯器具」、2008 
22)日本工業規格:JIS Z9125「屋内作業場の照明基準」、2007 
23)日本工業規格:JIS Z9110「照明基準総則」、2011 
24)「タスク・アンビエント照明（TAL）普及促進委員会報告書」、照明学会、2012 
25)「住宅照明設計技術指針」、照明学会、2007 
26)「照明合理化の指針」、照明学会、2011 
27)｢シックハウス対策に係わる技術的基準（政令・告示）｣、国土交通省
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29)｢建築物の環境衛生管理｣、ビル管理教育センター
30)｢室内空気汚染のメカニズム｣、池田耕一、鹿島出版会
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Ｑ２ サービス性能

38)｢ニューオフィスミニマム｣、ニューオフィス推進協議会、1994 
39)｢建築計画 設計計画の基礎と応用｣、佐野暢紀，井上国博，山田信亮著、彰国社
40)｢高速情報通信設備の導入について｣、NPO光ファイバー普及推進協会、2005年5月
41)｢ブロードバンド時代のマンション・オフィスビルの配管・配線設備ガイドブック｣、NPO光ファイバー普及推
進協議会、2006年7月

42)｢先端のバリアフリー環境｣、小川信子，野村みどり，阿部祥子，川内美彦、中央法規出版
43)国土交通省ホームページ「建築物におけるバリアフリーについて」

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/barrier-free.html
44)｢ユニバーサルデザインの考え方―建築･都市･プロダクトデザイン―｣、梶本久夫監修、丸善
45)｢快適なオフィスの環境がほしい 居住環境評価の方法｣、日本建築学会編、彰国社
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46)日本工業規格: JIS T 9251「視覚障害者誘導用ブロック等の突起の形状・寸法及びその配列」、2001 
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53)「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」（林野庁、平成18年4月）
54)｢建設業における化学物質管理について―活動報告書―2002年6月｣、PRTRワーキンググループ((社)
日本建設業団体連合会、(社)日本土木工業協会、(社)建築業協会) 

ＬＲ３ 敷地外環境

55) 日本建築学会環境基準AIJES-W0003-2016「雨水活用技術規準」（2016年3月、日本建築学会
56)｢公害防止の技術と法規 騒音編｣、産業環境管理協会
57)｢新･ビル風の知識｣、風工学研究所編、鹿島出版会
58)｢居住者の日誌による風環境調査と評価尺度に関する研究｣、村上周三, 岩佐義輝他、日本建築学会
編、1983 

59)｢光害対策ガイドライン｣、環境省
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補助資料

１． 建築物の構成要素の耐用年数一覧表（評価の際、本表の値を使用する。）

区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

建築躯体 鉄筋コンクリート 65 ｽﾗﾝﾌﾟ 18 官庁営繕 計画更新年数

建
築

外
部

屋 根 アスファルト防水 30 押えｺﾝｸﾘｰﾄ 厚 80 官庁営繕

タイル 30 官庁営繕 防水層・ﾓﾙﾀﾙ下地・タイル共の耐用年数タイルは

10年-10％補修
アルミ笠木 40  官庁営繕

外 壁 石 貼 65 花崗岩 官庁営繕 稲田程度 本磨

タイル貼 40 磁器ﾀｲﾙ打込 官庁営繕

合成樹脂吹付 15 モルタル下地 官庁営繕 エマルション系

カーテンウ

ォール

PC板製 65 ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ打込 官庁営繕

外部 

天井 

（軒天）

アルミ製ﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 30  官庁営繕

ｽﾃﾝﾚｽ製ﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 40  官庁営繕

ボード貼 20 ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎﾞｰﾄﾞ 官庁営繕 EP仕上げ
外部
建具

スチール建具 30  官庁営繕 OP塗り
アルミ製建具 40  官庁営繕

ｽﾃﾝﾚｽ製出入口 40 4,400 x 2,500 官庁営繕 ｽﾃﾝﾚｽ製自動両開扉

鉄部合成樹脂
ペイント塗

5 官庁営繕

外部雑 屋上手摺（ｽﾁｰﾙ製） 30  官庁営繕 塗装 5年毎
屋上手摺（ｽﾃﾝﾚｽ製） 65 H = 1,100 官庁営繕

屋上手摺（アルミ製） 40 H = 1,100 官庁営繕

建
築
内

部

床 花崗岩 65 稲田程度 官庁営繕

大理石 65  官庁営繕

テラゾーブロック 65  官庁営繕

タイル貼 65 磁器質ﾀｲﾙ 官庁営繕

モルタル仕上 30 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 官庁営繕

塩ビタイル 20 ﾓﾙﾀﾙ下地 官庁営繕 半硬質

ビニル床シート 20 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 官庁営繕 ロンリウム程度

カーペット 20 ﾓﾙﾀﾙ下地 官庁営繕 タイルカーペット

内 壁 花崗岩 65 稲田程度 官庁営繕

大理石 65  官庁営繕

テラゾーブロック 65  官庁営繕

タイル貼 65 陶器質ﾀｲﾙ 官庁営繕

モルタル仕上 65 EP塗り 官庁営繕 10年毎塗り替え
複層仕上塗材 20 モルタル下地 官庁営繕 下地共の耐用年数（10年毎（60％）塗替）
ビニルクロス貼 20 合板下地 官庁営繕 下地共の耐用年数（10年毎貼り替え）

20 GL工法、PB T=12 官庁営繕 下地共の耐用年数（10年毎貼り替え）
ウォ－ルナット練付 20 T=9、胴縁共 官庁営繕

メラミン化粧板 30 T=9、胴縁共 官庁営繕

天 井 アルミ製ﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 30 軽鉄下地 官庁営繕

ボード類 30 化粧プラスターボード 官庁営繕

ビニルクロス貼 30 PB下地 T=9 官庁営繕 下地共の耐用年数（10年毎貼り替え）
合成樹脂吹付 20 ｺﾝｸﾘｰﾄ下地 官庁営繕

内部
建具

アルミ建具 40  官庁営繕

鋼製建具 30 OP塗り 官庁営繕

木製建具 30  官庁営繕 フラッシュ戸

その
他雑

便所スクリーン 65 テラゾーブロックパネル 官庁営繕

便所スクリーン 30 化粧鋼板パネル 官庁営繕

吊戸棚

流し台 （30） 官庁営繕 庁舎の修繕費算定資料より

FRP制浴槽 15  官庁営繕

ステンレス制浴槽 25  官庁営繕

電
気

設
備

高圧
機器

高圧受電盤 25 屋内キュービクル 官庁営繕

25 屋外キュービクル 官庁営繕

配電盤 25  官庁営繕

変圧器 30  官庁営繕

コンデンサー
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区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

電
気

設
備

自家発電
機器

自家発電装置
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ）

30 官庁営繕 エンジンは 25年

直流電源
装置

蓄電池（鉛） 7 ｼｰﾙ型・鉛（ＨＳ） 官庁営繕

蓄電池（アルカリ） 25 ｼｰﾙ形、ＡＨＨ 官庁営繕

盤 類
盤 類

動力制御盤 25  官庁営繕

電灯分電盤 25  官庁営繕

端子盤 30  官庁営繕

照明

器具

蛍光灯器具 20  官庁営繕

白熱灯器具 20  官庁営繕

誘導灯 20  官庁営繕

弱電
機器

電話交換機 15 電子ボタン電話装置 官庁営繕

増幅器 20 ラック式 官庁営繕

スピーカー 20 天井埋込 官庁営繕

インターフォン 20 親子式 官庁営繕

電気時計 20 親子式 官庁営繕

TVアンテナ 10  官庁営繕 マストは 20年
TV増幅器 20  官庁営繕

混合機、分岐器 20  官庁営繕

自火報
機器

感知器 20 差動式 官庁営繕

受信機 20 50L 官庁営繕

配線
器具類

スイッチ （30） タンブラ-スイッチ 官庁営繕 庁舎の修繕費算定資料より

コンセント （30） 官庁営繕 庁舎の修繕費算定資料より

配線
配管

電線類 30  官庁営繕

配管類 65 薄鋼電線管 官庁営繕

ケーブルラック 65 鋼製 官庁営繕

機

械
設
備

冷熱源

機器

鋼板製ボイラー 15  官庁営繕

鋳鉄製ボイラー 30 蒸気 官庁営繕

煙管ボイラー 20  官庁営繕

ターボ冷凍機 20  官庁営繕

往復動冷凍機 15  官庁営繕

吸収式冷凍機 20  官庁営繕

空気熱源

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾗｰ
15 官庁営繕

冷却塔 13 FRP対抗流 官庁営繕

空調
機類

ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ 20  官庁営繕

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型空調機

（水冷式）
20 官庁営繕

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型空調機

（空気熱源ﾋー ﾄﾎ゚ﾝﾌ゚）

15 官庁営繕

冷・暖房
ユニット

ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ 20  官庁営繕

ﾌｧﾝｺﾝﾍﾞｸﾀｰ 20  官庁営繕

全熱
交換機

全熱交換機 20 回転型 官庁営繕

交換換気ユニット 20 天井埋込 官庁営繕

送排
風機

送風機 20 遠心式 官庁営繕

排煙機 25  官庁営繕

ポンプ
類

揚水ポンプ 20  官庁営繕

冷温水ポンプ 20  官庁営繕

給湯循環ポンプ 20  官庁営繕 モーターは 20年
冷却水ポンプ 20  官庁営繕

雑排水ポンプ 15  官庁営繕

消火ポンプ 20 ユニット型 官庁営繕

水槽 受水槽、高架水槽
（鋼板製）

20 パネル型 官庁営繕

受水槽、高架水槽
（ＦＲＰ製）

25 パネル型 官庁営繕

受水槽、高架水槽
（ｽﾃﾝﾚｽ製）

30 パネル型 官庁営繕

製缶類 オイルタンク（地下） 30  官庁営繕

貯湯槽（鋼板製） 20  官庁営繕
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区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

機

械
設
備

貯湯槽
（ステンレス製）

25 官庁営繕

配管 炭素鋼鋼管（白）
（給湯）

炭素鋼鋼管（白）
（排水・通気）

30 官庁営繕

炭素鋼鋼管（白）
（消火）

30 官庁営繕

炭素鋼鋼管（白）
（冷温水）

20 官庁営繕

炭素鋼鋼管（黒）
（蒸気）

20 官庁営繕

塩ﾋﾞﾗｲﾆﾝｸ鋼管（給水） 25  官庁営繕

銅 管（給湯） 30 M 官庁営繕

銅 管（冷媒管） 30 L 官庁営繕

ステンレス管
（給水、給湯）

30 官庁営繕

ビニル管（給水） 20 HIVP 官庁営繕

ビニル管（排水） 30 VP 官庁営繕

鋳鉄管（排水） 40  官庁営繕

ヒューム管
（排水）

28  建築学会

40  官庁営繕

ダクト、
制気口

空調用ダクト 30  官庁営繕

パン型吹出口 30  官庁営繕

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ型吹出口 30  官庁営繕

湯沸器 ガス湯沸器 10  官庁営繕

電気湯沸器 10  官庁営繕

消火
機器

屋内消火栓 30  官庁営繕

送水口 30  官庁営繕

ﾊﾛﾝ消火噴霧ﾍｯﾄﾞ 20  官庁営繕

ﾊﾛﾝ消火起動装置 20  官庁営繕

衛生
器具

大便器 30 和風 官庁営繕

小便器 30  官庁営繕

洗面器 30  官庁営繕

洗面化粧台

水栓類 15  官庁営繕

自動
制御
機器

検出器 15 電子式、温度 官庁営繕

調節器 15 電子式、温度 官庁営繕

操作器 12 電子式 官庁営繕

制御盤 10  官庁営繕

中央監視盤 10  官庁営繕

昇
降

機

エレ
ベータ

エレベータ 30 一般型 官庁営繕

本表は、（社）建築・設備維持保全推進協会「建築物のLC評価用データ集 改訂第4版」（平成20年3月1日、第1刷発行）の耐用年数
一覧表の内、官庁営繕の値を引用した。
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【参考表】（前表に該当する値がない場合のみ、本表の値を使用する。）

区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

建築躯体 鉄筋コンクリート 75年以上 依田
横浜三井物産ビル（明治 44 年竣工）の調査(1969)
より

117年 飯塚 電話局舎の減耗度調査より推定（建物の維持管理）

50年以上 篠崎
約 50 年を経過した鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の調査（大会梗概
集 '74）

60年以上 樫野
中性化の進み方を指標としたとき、通常のｺﾝｸﾘｰﾄの
設計で耐久性は確保できる（ロングライフ建築に関

する基礎的考察）

建
築

外
部

屋 根 アスファルト
防水

20 押えｺﾝｸﾘｰﾄ 建築学会

25 押えｼﾝﾀﾞｰ NTT  
25 保護層有り 小林

30 押えｺﾝｸﾘｰﾄ BELCA  
シート防水 20  小林 高分子シート防水

20 露出 NTT 合成高分子系ルーフィングシート防水

15 露出、シルバーコート BELCA ロンループ並 T=20 
塗膜防水 15  小林 高分子塗膜防水

20  NTT ウレタン系 X1 
モルタル仕上げ 15 ２回塗 建築学会 モルタルの耐用年数

15 ２回塗 NTT モルタルの耐用年数

15  小林 モルタルの耐用年数

タイル 10  建築学会 タイルの耐用年数

10  NTT タイルの耐用年数

10  小林 タイルの耐用年数

30  BELCA 防水層・ﾓﾙﾀﾙ下地・タイル共の耐用年数タイルは
10年-10％補修

アルミ笠木 40  BELCA  
外 壁 石 貼 25 花崗岩 建築学会

25 花崗岩 NTT  
25 花崗岩 小林

60 花崗岩 BELCA 稲田程度 本磨

タイル貼 50 乾式長方形素焼 建築学会 一部テラコッタ仕様を含む

60 4.7㎝角 NTT  
50 磁器 小林

60 磁器ﾀｲﾙ打込 BELCA 圧着工法の場合は 40年
合成樹脂吹付 25  建築学会 リシン仕上げ

25 モルタル下地 NTT リシン仕上げ

25  小林 リシン仕上げ

30 モルタル下地 BELCA アクリルリシン

ｴﾎﾟｷｼ系吹付ﾀｲﾙ 15 ｺﾝｸﾘｰﾄ下地 BELCA  
シール材 10  JASS8 リファレンス耐用年数の値

カーテンウ
ォール

アルミ製 40  小林

40  BELCA パネル付け

PC板製 60 小口ﾀｲﾙ打込 BELCA  
外部

天井
（軒天）

アルミ製ﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 40  BELCA  
ｽﾃﾝﾚｽ製ﾓｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 40  BELCA  
ボード貼 25 ﾌﾟﾗｽﾀｰﾎﾞｰﾄﾞ 建築学会

25 ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎﾞｰﾄﾞ BELCA EP仕上げ
外部

建具

スチール建具 35  建築学会

50  NTT  
30  小林

35  BELCA 合成樹脂調合ﾍﾟｲﾝﾄ仕上げ

アルミ製建具 40  小林

40  BELCA  
ｽﾃﾝﾚｽ製出入口 60 4,334 x 2,800 BELCA ｽﾃﾝﾚｽ製玄関ﾕﾆｯﾄ

鉄部合成樹脂
ペイント塗

5  NTT  
6  小林

3  BELCA  
外部雑 屋上手摺（ｽﾁｰﾙ製） 25 金網 建築学会 鉄骨柱共
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区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

建

築
外
部

外部雑
25 金網 小林

屋上手摺（ｽﾁｰﾙ製） 25  BELCA 塗装３年毎

屋上手摺（ｽﾃﾝﾚｽ製） 60 H = 1,100 BELCA  
屋上手摺（アルミ製） 40 H = 1,100 BELCA  
鉄製避難階段 30 アルミ製 小林

建
築

内
部

建
築

床 花崗岩 60 稲田程度 BELCA  
大理石 60  BELCA  
テラゾーブ
ロック

30  建築学会

30  NTT  
30  小林

50  BELCA  
タイル貼 30 硬質 建築学会

30  NTT  
30  小林

50 磁器質ﾀｲﾙ BELCA  
モルタル仕上 20 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 建築学会

25 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 NTT  
20 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 小林

30 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 BELCA  
塩ビタイル 20 ﾓﾙﾀﾙ下地 NTT 半硬質

20 ﾓﾙﾀﾙ下地 小林

30 ﾓﾙﾀﾙ下地 BELCA 半硬質

ビニル床シート 18 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 建築学会

20 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 NTT  
30 ﾓﾙﾀﾙ金鏝 BELCA ロンリウム程度

カーペット 15 ﾓﾙﾀﾙ下地 小林 ニードルパンチ

30 ﾓﾙﾀﾙ下地 BELCA コントラクトカーペット

内 壁 花崗岩 60 稲田程度 BELCA  
大理石 60  BELCA  
テラゾーブ
ロック

40  建築学会

50  BELCA  
タイル貼 30 白色細掛 建築学会

10  NTT  
50  小林

50 陶器質ﾀｲﾙ BELCA  
モルタル仕上 20  建築学会

36  NTT  
30 EP塗り BELCA ５年毎塗り替え

複層仕上塗材 10  NTT 塗料のみの耐用年数

30 モルタル下地 BELCA 下地共の耐用年数（10年毎（90％）塗替）
ビニルクロス貼 10  NTT クロスのみの耐用年数

30 合板下地 BELCA 下地共の耐用年数（10年毎貼り替え）
20 GL工法、PB T=12 BELCA 下地共の耐用年数（10年毎貼り替え）

ウォ－ルナット
練付

20 T=9、胴縁共 BELCA  

メラミン化粧板 30 T=9、胴縁共 BELCA  
天 井 アルミ製

モールディング
60 軽鉄下地 BELCA  

ボード類 25 プラスターボード 建築学会

25  NTT  
25  小林

30 化粧プラスターボード BELCA  
ビニルクロス貼 30 PB下地 T=10 BELCA 下地共の耐用年数（10年毎貼り替え）
合成樹脂吹付 60 ｺﾝｸﾘｰﾄ下地 BELCA  

内部

建具

内部

建具

アルミ建具 50  小林

50  BELCA  
鋼製建具 45  建築学会

40 OP塗り BELCA  
木製建具 28  建築学会 フラッシュ戸
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区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

内
部

 30  NTT  
28  小林

30  BELCA フラッシュ戸

その

他雑

便所スクリーン 40 テラゾーブロックパネル 建築学会

30 テラゾーブロックパネル BELCA 但し、関連仕上げによる影響大

40 化粧鋼板パネル BELCA  
バスユニット 20  小林 マンションの修繕費（設備と管理 8804号）より
吊戸棚 20 化粧鋼板パネル BELCA  
流し台 20  BELCA  

電

気
設
備

電

気

高圧

機器

高圧受電盤 25  建築学会

25  小林

30 屋内キュービクル BELCA  
20 屋外キュービクル BELCA  

配電盤 25  建築学会

25  小林

30  BELCA  
変圧器 25  建築学会

25  小林

30  久保井

30  BELCA 屋内

コンデンサー 20  建築学会

20  小林

25  久保井

25  BELCA  
遮断器 20  久保井

25  BCS  
自家
発電

機器

自家発電装置
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ）

30 非常用 建築学会 エンジンは 25年
30 非常用 小林

20 非常用 久保井

30 非常用 BELCA  
直流
電源

装置

蓄電池
（鉛）

10  建築学会

10  小林

7  久保井

13 ｼｰﾙ型・鉛（ＨＳ） BCS  
7 ｼｰﾙ型・鉛（ＨＳ） BELCA  

蓄電池

（アルカリ）

15  久保井

15 ﾎﾟｹｯﾄｱﾙｶﾘ BCS  
15 ﾎﾟｹｯﾄｱﾙｶﾘ BELCA  

盤 類 動力制御盤 25  建築学会

25  小林

20  久保井

30  BELCA  
電灯分電盤 30  BELCA  
端子盤 60  BELCA  

照明
器具

蛍光灯器具 10  建築学会

10  小林

30  BELCA  
白熱灯器具 15  建築学会

15  小林

30  BELCA  
誘導灯 30  BELCA  

弱電

機器

電話交換機 30  BELCA  
増幅器 17  建築学会

25 ラック式 BELCA 放送用アンプ

スピーカー 18  建築学会

 25 天井埋込 BELCA  
インターフォン 20 親機 建築学会

20 親機 小林

20 親子式 BELCA  
電気時計 20 親機 建築学会
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区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

設
備

弱電
機器

20 親子式 小林

15 親子式 久保井

25 親子式 BELCA  
TVアンテナ 15 マスト共 BELCA  
TV増幅器 15  BELCA  
混合機、分岐器 20  BELCA  

自火報
機器

感知器 20 分布式 建築学会

20 差動式 小林

20 差動式 BELCA  
受信機 20 分布式 建築学会

20  小林

20 P-1級 50L BELCA  
配線
器具

類

スイッチ 5  建築学会

6  小林

17  BCS  
20 P付き BELCA  

コンセント 6  建築学会

6  小林

16  BCS  
20 P付き BELCA  

配線
配管

電線類 20  建築学会

20  小林

40 P付き BELCA  
配管類 20  建築学会

20  小林

60 薄鋼電線管 BELCA  
ケーブルラック 60 鋼製 BELCA  

機

械
設
備

機

冷熱源

機器

鋼板製ボイラー 25  建築学会

15  BCS  
15  BELCA  

鋳鉄製ボイラー 10 ｾｸｼｮﾅﾙﾎﾞｲﾗｰ 小林

20  久保井

21.1 ｾｸｼｮﾅﾙﾎﾞｲﾗｰ BCS  
25 蒸気 BELCA  

煙管ボイラー 15  久保井

18.9  BCS  
ターボ冷凍機 25  小林

20  久保井

21.1  BCS  
20  BELCA  

往復動冷凍機 15  久保井

15  BCS  
15  BELCA  

吸収式冷凍機 15  久保井

17.5  BCS  
20  BELCA  

空気熱源
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾗｰ

15  BELCA  

冷却塔 20  小林

13 FRP 久保井

14.4  BCS  
15 FRP BELCA  

空調
機類

空調

ｴｱｰﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ 15  小林

18  久保井

17.5  BCS  
15  BELCA  

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型空調機
（水冷式）

15 半密閉 久保井

13.4  BCS  
15  BELCA  
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区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

械
設

備

機

機類 ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型空調機
（空気熱源ﾋー ﾄﾎ゚ﾝﾌ゚）

15  BELCA  

冷・暖房
ユニット

ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ 20  小林

18  久保井

15.8  BCS  
15 露出、床置 BELCA  

ﾌｧﾝｺﾝﾍﾞｸﾀｰ 13.6  BCS  
15 露出、床置 BELCA  

鋳鉄製ﾗｼﾞｴﾀｰ 30  建築学会

20.8  BCS  
全熱
交換機

全熱交換機 15 回転型 BELCA  
交換換気ユニット 15 天井埋込 BELCA  

送排
風機

送風機 20  建築学会

20  小林

18  久保井

18.6 ｼﾛｯｺﾌｧﾝ BCS  
20 多翼ﾌｧﾝ BELCA  

排煙機 25 多翼ﾌｧﾝ BELCA  
ポンプ
類

揚水ポンプ 15 ﾀｰﾋﾞﾝﾎﾟﾝﾌﾟ 建築学会 モーターは 20年
15 ﾀｰﾋﾞﾝﾎﾟﾝﾌﾟ 小林 モーターは 20年
15  久保井

17 ｼﾛｯｺﾌｧﾝ BCS  
15 多段 BELCA  

冷温水ポンプ 17  BCS  
15  BELCA  

給湯循環ポンプ 15  建築学会 モーターは 20年
15  小林 モーターは 20年
15 ラインポンプ BELCA  

冷却水ポンプ 15 渦巻 BELCA  
雑排水ポンプ 15  建築学会 モーターは 20年

15  小林 モーターは 20年
15 水中 久保井

12.9 水中 BCS  
10 水中 BELCA  

消火ポンプ 27 タービン 建築学会 モーター：20年、エンジン：25年
27  小林 モーター：20年、エンジン：25年
27 ユニット型 BELCA  

水槽 受水槽、高架水槽

（鋼板製）
20 建築学会

受水槽、高架水槽
（ＦＲＰ製）

20  小林

20 パネル型 BELCA  
受水槽、高架水槽
（ｽﾃﾝﾚｽ製）

20 パネル型 BELCA  

製缶類 オイルタンク
（地下）

25  BELCA  

貯湯槽
（鋼板製）

15  建築学会

15  小林

17.1  BCS  
15  BELCA  

貯湯槽
（ステンレス製）

18.7  BCS  
15  BELCA  

配管 炭素鋼鋼管（白）
（給水）

20  建築学会

20  小林

18.1  BCS  
炭素鋼鋼管（白）

（給湯）

18  建築学会

18  小林

14.9  BCS  
12  BELCA  

炭素鋼鋼管（白）

（排水・通気）

18  建築学会

18  小林
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区 分 工種別 耐用年数 仕様等 出 典 備    考

械
設

備 配管

18.4  BCS  
20  BELCA  

炭素鋼鋼管（白）
（消火）

20  建築学会

25  小林

25  BELCA  
炭素鋼鋼管（白）

（冷温水）

18  BCS  
20  BELCA  

炭素鋼鋼管（黒）

（蒸気）

15  建築学会

17.8  BCS  
20  BELCA  

塩ﾋﾞﾗｲﾆﾝｸ鋼管（給水） 30  BELCA  
銅 管

（給湯）

18.3  BCS  
15 M BELCA  

銅 管（冷媒管） 30 L BELCA  
ステンレス管
（給水、給湯）

30  BELCA  

ビニル管（給水） 30 HIVP BELCA  
ビニル管（排水） 25 VP BELCA  
鋳鉄管
（排水）

28  建築学会

28  小林

30  BELCA  
ヒューム管

（排水）

28  建築学会

30  BELCA  
ダクト、

制気口

空調用ダクト 20  建築学会

20  小林

30  BELCA  
パン型吹出口 20  BELCA  
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ型吹出口 20 VHS BELCA  

湯沸器 ガス湯沸器 8.2  BCS  
10  BELCA  

電気湯沸器 10  BELCA  
消火

機器

屋内消火栓 20  BELCA  
送水口 20  BELCA  
ﾊﾛﾝ消火噴霧ﾍｯﾄﾞ 25  BELCA  
ﾊﾛﾝ消火起動装置 25  BELCA  

衛生

器具

大便器 25 和風 建築学会

25 和風 小林

25 和風 BELCA  
小便器 30  建築学会

30  小林

30  BELCA  
洗面器 25  建築学会

25  小林

   25  BELCA  
水栓類 20  BELCA  

自動制御

機器

検出器 10 電子式、温度 BELCA  

調節器 10 電子式、温度 BELCA  
操作器 10 電子式 BELCA  

昇
降

機

エレ
ベータ

エレベータ 20  建築学会

20  小林

25  久保井

   25 規格型 BELCA  

本表は、（社）建築・設備維持保全推進協会「建築物のLC評価用データ集 改訂第4版」（平成20年3月1日、第1刷発行）の耐用年数
一覧表における建築学会、NTT、小林、久保井、BCS、BELCAの値と日本建築学会「外壁接合部の水密設計および施工に関する技
術指針・同解説（JASS8）」（平成20年2月25日、第2版発行）におけるシール材の値を参考に作成した。
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２．樹冠面積、緑地面積の算定方法 

中・高木による樹冠面積、芝などの植物による緑地面積の算定方法は、原則として都市緑地法に基づく方法とする。ただし都市緑地法

に基づく樹木の樹冠や地被植物の地上部の水平投影面積の算定方法には、以下の２つの考え方がある。

1)緑化施設整備計画認定制度（都市緑地法第60条）における算定方法（同法施行規則23条、以下”施行規則23条”）
・成長時を計画・予定した植物の水平投影面積

2)緑化地域制度（都市緑地法第34条）における算定方法（同法施行規則9条、以下”施行規則9条”）
・植栽時の実際の水平投影面積

CASBEEでは、植物が将来にわたって健全に成長し、計画者や施設管理者が計画・予定する樹冠面積や緑地面積を評価することを
主眼に置き、上記1)の計算方法に則りつつ、評価者による算定のしやすさ等を考慮し、2)又は他の算定方法を一部とりいれたものとし
た。

なお、本評価マニュアルにおける樹木の定義は以下の通りである。

・中・高木 ：植栽時点において樹高1.0m以上の樹木を差す。下記（１）にて評価する。
・低木 ：植栽時点において樹高1.0m以下の樹木を差す。下記（２）にて評価する。

（１） 中・高木の水平投影面積（樹冠面積） 

・中・高木は、樹冠（成長時）の水平投影面積とする。すなわち、植栽時の樹冠の広

がりではなく、樹木が成長したときに想定される樹冠の広がりを算定することを原則と

する。（施行規則23条） 
 特に既存樹木が多い場合にはこの方法を推奨する。 

・また植栽時の樹高にあわせ、次表に示す半径の円形の樹冠を持つものとみなし、こ

の「みなし樹冠」を水平投影した面積としてもよい。（施行規則9条） 

表Ⅱ.1 樹木のみなし樹冠の半径 
植栽時の樹高 みなし樹冠の半径 みなし樹冠の面積 

4.0m以上 2.1m 13.8㎡
2.5m以上 4.0m未満 1.6m 8.0㎡
1.0m以上 2.5m未満 1.1m 3.8㎡
※この算出方法は、樹木の樹高が１m以上のものに限る。 

・中・高木同士の樹冠が重なる場合は重複分を省いて合計する。（施行規則23条） 
ただし、複数の樹木が林立し樹冠が重なり合っている場合などは、以下の方法により樹冠面積を求めてもよい。（平塚市「緑化の手引き」

をもとに、一部CASBEEにて改変） 

樹冠が重なっていない場合： 

（各樹木の樹冠面積の合計） 
樹冠が重なっている場合： 

（樹冠の外周を直線で囲んだ面積） 

樹冠面積 
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（２）地被植物、低木等の緑地面積 

① シバ、その他の地被植物や低木の緑地面積 

・シバやその他の地被植物、低木は、その植物が成長時に覆うものと計画した範囲の

水平投影面積とする。（施行規則23条 をもとに、一部CASBEEにて改変） 

② プランタ・コンテナ等の緑地面積 

・プランタやコンテナ等の容器を利用した植栽は、その容量が概ね100リットル以上の
場合に、（１）や（２）①の方法に準じて算定する。 

・プランタやコンテナを壁面緑化に使用した場合は、⑤壁面緑化における面積算定

方法を適用する。（施行規則23条） 

③ 花壇、その他の緑地面積 

・草花やその他これに類する植物が生育するための土壌、あるいはその他の資材で

表面がおおわれている部分（緑化施設）の水平投影面積とする。（施行規則9条） 

④ 棚ものの緑地面積 

・地上や屋上に、棚ものを設置する場合は、植物が成長時に棚を覆うものと計画した

範囲の水平投影面積とする。（施行規則23条） 

⑤ 壁面の緑地面積 

ア．垂直壁面の場合 

・地上から登はんさせる緑化、屋上等壁面の上部から下垂させる緑化の場合は、緑

化しようとする部分の水平延長に1mを乗じた面積とする。（施行規則23条） 
・ただし、蔓性植物の伸長を支える金網等がある場合で、明らかに1m以上伸張する
ことが確認できる根拠があれば、その範囲とすることができる。（CASBEE独自） 
・壁面に植栽基盤等の資材を設置する緑化の場合は、それら資材に覆われた部分

の面積とする。（CASBEE独自） 原則として 

緑地面積＝（Ａ＋Ｂ）×1.0ｍ 

ただし 1ｍ以上伸張することが確

認できる場合はその範囲 

緑地面積

緑地面積

緑地面積

緑地面積 

緑地面積 緑地面積
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イ．傾斜壁面の場合 

・緑化しようとする部分の水平投影面積または見付面積のいずれか大きい値とす

る。 

（施行規則23条をもとに、一部CASBEEにて改変） 

参考文献：「あなたのまちの緑化を進める制度 都市緑地法に基づく制度の手引き」

国土交通省公園緑地課 編集発行 2006.07 

水平投影面積または

見付面積の大きい値 

見付面積
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３．保水性の高い材料 

保水性材料は、一般に販売される製品が増えてはいるが、材料中の水の量などにより蒸発冷却効果が変化する。ヒートアイランド対策

の観点からその性能を評価する方法が確立されているとはいえず、関連の研究機関等で検討が進められている。従って、基準値の設

定に関しても多くの部分が今後の検討課題である。

現在市場に出ている保水性材料を分類すると表Ⅱ.2のようになる。表には代表的なものが示されているが、アスファルト以外の材料に
保水材を組み合わせたものなど、他にも様々な製品がある。保水性材料への給水方法が降水によるものと人為的に給水するものとで

蒸発冷却効果に差が生じるとともに、製品の日射反射率の違いによっても表面温度に差が生じる。屋上・ベランダ・バルコニーなどに用

いられる保水性建材と歩道・車道・駐車場・広場などに用いられる保水性舗装材では、強度などの必要性能が異なる点にも配慮する

必要がある。

インターロッキングブロック舗装技術協会が出している保水性舗装の基準値の例を表Ⅱ.3に示す。現段階ではこの基準値を参考とする
ことが妥当であると考えられる。また、保水性舗装技術研究会により保水性舗装の室内照射試験方法が示されている。ある照射条件

のもとで保水性舗装の表面温度が一般舗装と比較して何℃低温になるかを評価するものである。

表Ⅱ.2 保水性材料の事例 

主な材料 主な用途 保水量
湿潤時の体積

含水率
密度

タイル系 セラミック
屋上・ベランダ・

バルコニー

5～15L/m2（厚さ

35mmの場合） 15～40％ 0.6～
1.8g/cm3

ブロック系

セラミック
広場・駐車場・

歩道・車道

9～18L/m2（厚さ

60mmの場合） 15～30％ 1.6～1.9 
g/cm3

セメント
広場・駐車場・

歩道・車道

9～18L/m2（厚さ

60mmの場合） 15～30％ －

保水材充填系
アスファルト＋

保水材

駐車場・歩道・

車道

3～6.5L/m2（厚さ

100mmの場合） 6～13％ －

土系 土 広場・歩道 － － －

注：－の部分は一般的な数値を示すことができなかった項目 

表Ⅱ.3 保水性舗装の基準値の例1) 

評価者 保水性 吸水性 すべり抵抗性* 曲げ強度* 寸法の許容差* 

インターロッキング

ブロック舗装技術

協会

0.15g/c
m3以上

70%以上 歩道：BPN40以上
車道：BPN60以上

歩道： 3.0N/mm2

以上

車道： 5.0N/mm2

以上

歩道：幅±2.5mm、厚
さ+4mm、-1.0mm 
車道：幅±2.5mm、厚
さ±2.5mm 

*屋上・ベランダ・バルコニーなどに適用される保水性建材には特に必要とはされない性能基準。 

〈引用文献〉

1) 社団法人インターロッキングブロック舗装技術協会：保水性舗装用インターロッキングブロック品質規格、2005 
2) 谷本潤 萩島理 他；高保水性パッシブクーリングレンガの開発，日本建築学会技術報告集，No.11，2000 
3) 足永晴信 他；保水性建材を用いた市街地熱環境計画手法の開発，空気調和・衛生工学会学術講演会講演論文集，1996 
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４．日射反射率の高い材料 

ヒートアイランド対策への関心の高まりから、高反射率塗料、高反射率防水シートは一般に市販されている。また、東京都などの自治体

がヒートアイランド対策技術として普及の支援を行うとともに、各製品の試験を実施している。このような背景のもと、塗膜の日射反射率

の求め方がJIS K 5602として2008年に制定された。今後は統一した試験方法による試験結果に基づき、より良い技術が普及していくと
思われる。

日射反射率や長波放射率の基準値に関して、ヒートアイランド対策の観点から設定されているのは、東京都の事例やそれに倣ったもの

はあるが、今後他の技術（緑化や保水性材料）との比較も念頭に入れて検討されると思われる。幾つかの業界団体では独自に基準を

定めているところがある。社団法人日本塗料工業会の規格JPMS27、合成高分子ルーフィング工業会のKRK S-001高反射率防水シ
ート規格を下表に示す。防水シート、塗料の他に、瓦、スレート、金属系材料、膜材料、ガラスなど様々な分野で同様の性能を持つと想

定される材料の開発と建築分野での利用が進められているが、各性能が客観的に評価される段階には至っていない。これらの材料に

関しても、基準値としては塗料や防水シートの値に準じると想定される。

なお、外壁や舗道を高反射率化する場合には、通行人などへ反射日射の影響が現れないよう注意する必要がある。特に高層ビルの

外壁を高反射率化した場合、都市の地表面近傍に入射する日射熱は増える傾向となるため望ましくない。また、日射反射率は時間と

ともに低下することが指摘されており、性能変化に対する配慮も必要である。2年の屋外暴露試験後の日射反射率が初期の日射反射
率の80%以上であることが望ましい。

表Ⅱ.4 日射反射率、長波放射率の基準値の例

評価者 日射反射率 長波放射率 推進事業、規格等

社団法人日本塗

料工業会

明度Ｌ*値が 40.0 以下の場合は、近赤外域
における日射反射率が 40.0%以上であるこ
と、明度Ｌ*値が 40.0 を超す場合は、近赤外
域における日射反射率（％）が明度Ｌ*値の値

以上であること。

－
JPMS27 耐候性屋根用塗
料（2009年）

合成高分子ルー

フィング工業会

近赤外域（波長：780nm～2500nm）におい
て 50.0%以上 －

KRK S-001高反射率防水
シート規格（2008年）

東京都 50%以上（灰色）第三者機関にて測定 －
クールルーフ推進事業

（2006年）

注）長波放射率は、塗料、防水シートに関しては、何れの製品も0.9程度であり基準値が設定されていないが、金属屋根
などの場合には小さな値になる場合が多いため注意する必要がある。

〈引用文献〉

1) 石川幸雄，感温性ハイドロゲルを用いたク－ルル－フの水分蒸発冷却効果に関する研究－ク－ルル－フの熱性能実測－日本
太陽エネルギー学会・日本風力エネルギー協会合同研究発表会予稿集，2004 

2) 光本和宏；高反射率塗料・保水性建材のヒートアイランド現象緩和効果調査，東京都ヒートアイランド対策シンポジウム資料，
2004.7 

3) ASHRAE guide book，1969 
4) Pacific Gas and Electric Company, High Albedo Roofs(Codes and Standards Enhancement Study) ,2000 
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ライフサイクル CO2

2.1 LCCO2とは 

地球環境に対する影響を評価するためには、建設してから解体するまでの建築物の一生（これをライフサイ

クルと呼ぶ）で評価することが重要である。さらに地球環境に対する影響の中でも、現在最も重要視されて

いるのが地球温暖化問題であり、その影響を計るためには、地球温暖化ガスの代表的なCO2がどれくらい

排出されるかという総量に換算して比べることが一般的である。このようなCO2排出の量を建築物の一生で

足し合わせたものを、建築物の「ライフサイクルCO2」と呼んでいる。

建築物のライフサイクルは、建設、運用、更新、解体・処分などに分けられ、その様々な段階で地球温暖化

に影響を与えるので、これらをトータルで評価しなければならない。例えば、建設時では、建設現場で使われ

る建材の製造、現場までの輸送、現場で使う重機などで資材・エネルギーを使う。また、運用時には冷暖房、

給湯、照明、OA機器などでエネルギーを消費し、10数年に一度行う改修工事においても、新たに追加され
る建材の製造や除去した建材の処分などにエネルギーを使う。そして、最後の解体時にも解体工事と解体

材の処分にエネルギーを使う。こうして使った資材・エネルギーを、地球温暖化の影響を計るためにCO2排

出の量に換算し、これら全てを足し合わせたものがライフサイクルCO2である。

図Ⅲ. 2.1 建築物が地球環境に与える影響（伊香賀）

2.2  CASBEE札幌におけるライフサイクル CO2評価の基本的考え方

一般的に建築物のライフサイクルCO2を評価する作業は、膨大な時間と手間を必要とする。建設段階を例

にとると、まずは建物を構成する全ての部材について、材料となる資源の採取、輸送、加工の各段階で使わ

れるエネルギー資源の種類と量を調査し、それぞれに対して資材ごとのCO2原単位（単位資材重量あたり

のCO2排出量）を乗じた結果を積み上げる作業が必要となる。次に工事にかかる消費エネルギー量に応じ

たCO2排出量を計算し、エネルギー種別ごとのCO2排出係数注）（単位消費エネルギーあたりのCO2排出量）

を乗じて、前述の結果に加えることになる。このような作業を建設段階以外についても行い、初めてライフサ

イクルCO2を求めることができる。
注）本マニュアルにおいては、単位資材重量あたりの CO2排出量を「CO2原単位」、エネルギー種別ごとの単位消費

エネルギーあたりのCO2排出量を「CO2排出係数」と区別して呼ぶこととした。なお、各建物用途における一次エネ

ルギー消費構成比率に基づく一次エネルギー消費１MJあたりのCO2排出量を「用途別CO2換算係数」（2.3.3を
参照）とした。

こうした様々な情報の収集や評価条件の設定には、専門的な知識が必要になることもある。また、建築物は

用途、構成部材、立地、使い方などがそれぞれ異なるため、一棟ごとに評価を行う必要ある。このような作

業を設計・施工段階で行うことは、CASBEE-建築（新築）の多くのユーザーにとっては非常に困難であり、
CASBEEの開発理念である簡便性が損なわれてしまう。
このため、ここでは次の方法により評価することとする。

解

説
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① 評価作業にかかる負担をできるだけ軽減するために、ライフサイクルCO2算定のためだけの情報収集や

条件設定を必要とせず、CO2排出に特に関係するCASBEE従来の評価項目の結果から自動的に計算
される方法で評価する。これを「標準計算」と呼ぶ。。

② 「標準計算」では評価対象が評価可能でかつ重要な項目に絞られるため、ライフサイクルCO2に関係す

る取組みの全てが評価されることにはならないが、CO2排出量のおよその値やその削減の効果などをユ

ーザーに知ってもらうことを第一の目的としてライフサイクルCO2を表示することとする。

③ 評価者自身が詳細なデータ収集と計算を行って精度の高いLCCO2を算出した場合、CASBEE-建築
（新築）においては、「個別計算」として評価結果表示シートの「2-2 ライフサイクルCO2 （温暖化影響

チャート）」に計算値が表示される。なお、個別計算の結果は、LR3「1.地球温暖化への配慮」および
BEEには反映されない。（2.3.6を参照）

④ 運用段階のCO2排出量算定においては、簡便性を優先するため一次エネルギー消費量をCO2排出量

に換算することとしている。

2.3 評価方法

CASBEE-建築（新築）では、建築物のライフサイクルの中でも以下を評価対象とする。これら３分類の合計
がライフサイクルCO2であり、LR3「1.地球温暖化への配慮」の評価に使われ、更に評価ソフトの「温暖化影
響チャート」に棒グラフとして内訳と共に示されることになる。

「建設」        ： 新築段階で使う部材の製造・輸送、施工

「修繕・更新・解体」 ： 修繕・更新段階で使う部材の製造・輸送、および解体段階で発生する解体材の処

理施設までの輸送

「運用」  ： 運用時のエネルギー消費

以降に、CASBEE-建築（新築） における「標準計算」の評価方法を解説する。

図Ⅲ. 2.2 CASBEE-建築（新築）における LCCO2評価範囲

2.3.1  LCCO2評価の基本構成

CASBEE-建築（新築）によるLCCO2の評価結果の表示例を図Ⅲ.2.3に示す。LCCO2の表示においては、

下記の①～④を表示する。

① 参照値（省エネ法の建築主の判断基準に相当する省エネ性能などを想定した標準的な建物のLCCO2）

を、「建設」、「修繕・更新・解体」、「運用」の３つの段階に分けて表示する。

② 評価対象建物のLCCO2を建築物での取組み（エコマテリアルや建物の長寿命化、省エネルギーなどの

取組み）を基に評価した結果を、「建設」、「修繕・更新・解体」、「運用」の３つの段階に分けて表示す

る。

③ 上記＋②以外のオンサイト手法（敷地内の太陽光発電など）を利用した結果を表示する。

④ 上記＋オフサイト手法（グリーン電力証書、カーボンクレジットの購入など）を利用した結果を表示する。

なお、④のオフサイト手法の適用によるCO2削減については、今後、様々な手法の適用が考えられるため、

LCCO2の「個別計算」のみで取り扱いを可能とした。従って、「標準計算」においては③と④は同じ結果が表

示される。

また、③と④の棒グラフでは、「建設」「修繕・更新・解体」 「運用」の内訳は表示されない。

建設 解体更新資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

建設 解体更新資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

修繕
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(a)標準計算での結果表示               (b)個別計算での結果表示

図Ⅲ. 2.3 CASBEE札幌におけるライフサイクル CO2（温暖化影響チャート）の表示

2.3.2 「建設」「修繕・更新・解体」の CO2排出量の算定方法

前述のとおり、個別の建物１棟ごとの排出量を求めることは困難である。ここでは統計値を用い、世の中の一

般的な建築物について用途別・構造別にCO2排出量の計算を行った結果を「基準値」として予め準備し、

データベース化した。基準値は、基準となる建物＝全ての評価項目でレベル3相当でのCO2排出量とする。

また、関連するCASBEEの評価項目の採点レベルに応じて、この「基準値」からの効果量についても予め算
定し、データベース化している。このようなデータベースの整備により、CASBEE-建築（新築）のユーザーは
自身でデータ収集等の作業をせず、建物用途や規模の入力と、CASBEEにおける従来の評価項目の採点
を行うのみで、LCCO2の概算値を得ることが可能となっている（一部、数値入力を要す）。

(1) 使用した LCA算定ツール
建物のLCA指針「AIJ-LCA＆LCW_ver.5.00」（日本建築学会）を用いて算定を行った。図Ⅲ.2.4に当該算
定ツールによるCO2排出量の積上げ方法を示す。各段階において、建築物の建設、修繕・更新・解体に必

要となる資材の重量等と資材それぞれのCO2原単位を乗じ、合計して求める。CO2排出量の算定（標準計

算）にあたっては以下の条件によった。

・ CO2原単位については、日本建築学会による2005年産業連関表分析による分析結果（「AIJ-LCA＆
LCW_ver.5.00」に準拠）とし、バウンダリーは国内消費支出までのCO2原単位を利用した。

・ 建物寿命の設定；事務所、病院、ホテル、学校、集会場…60年、物販店、飲食店、工場…30年
・ 更新周期（年）、修繕率等は、「AIJ-LCA＆LCW_ver.5.00」に準拠し資材ごとに設定した。
・ 解体廃棄物量として、2000kg／m2

を仮定して、30kmの道路運送分を評価した。
・ フロン・ハロンについては、建物ごとの漏洩量の把握が困難なことから、評価対象外とした。

図Ⅲ. 2.4 建物の LCA指針における CO2排出量の積上げ（「建設」「修繕・更新・解体」時）

新築・建替
時の躯体・
仕上・設備
資材量

CO2原単位

×

建設部門
分析用産
業連関表
による構
造別・用
途別工事
段階CO2

新築・建替
・改修時の
設計委託
金額

CO2原単位

×

更新周期
に応じた
仕上、設
備資材製
造・工事
のCO2算
定

修繕率
に応じた
資材製
造・工事
のCO2算
定

新築・建
替・修繕
・改修時
廃棄物

CO2原単位

×

発泡断熱
材、空調
冷媒フロ
ン漏洩量

ＧＷＰ

×

建設 解体更新資材製造設計
Ｔ.Ｉｋａｇａ

建設 解体更新資材製造設計
Ｔ.Ｉｋａｇａ

修繕
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表Ⅲ. 2.1 代表的な資材の CO2原単位

普通コンクリート 266.71 Kg-CO2/m3

高炉セメントコンクリート 216.57 Kg-CO2/m3

鉄 骨※ 1.28 Kg-CO2/kg

鉄 筋 0.51 Kg-CO2/kg

型 枠 4.75 Kg-CO2/m2

※）電炉鋼と高炉鋼の区別はしない。

(2) 算定に用いた統計値
規模別工事分析統計データからデータベース化を行った。なお、躯体工事については、統計データ（「建築

工事原価分析情報」建設工業経営研究会編、平成9年4月）を基に用途別・構造別に資材重量を設定して
いる。

表Ⅲ. 2.2 躯体工事における代表的な資材量

用途 構造
コンクリート

（m3/m2
）

型枠※

（m2/m2
）

鉄筋

（t/m2
）

鉄骨

（t/m2
）

①集合住宅 

SRC 0.75 1.0425 0.136 0.052 
RC 0.734 1.1075 0.1 0.012 
S 0.323 0.165 0.019 0.048 

②事務所 

SRC 0.696 0.6675 0.078 0.1 
RC 0.772 1.05 0.103 0.038 
S 0.567 0.4325 0.07 0.136 

③小・中・高校 

SRC 0.958 0.9725 0.11 0.078 
RC 0.865 1.225 0.112 0.005 
S 0.352 0.17 0.045 0.105 

④医療・福祉施設 

SRC 0.812 0.8075 0.089 0.066 
RC 0.766 1.12 0.096 0.012 
S 0.317 0.17 0.034 0.074 

⑥飲食・店舗・量販店 

SRC 0.307 0.4025 0.053 0.071 
RC 0.912 1.435 0.133 - 
S 0.342 0.155 0.024 0.072 

⑦ホテル・旅館 

SRC 0.816 1.04 0.093 0.084 
RC 0.999 1.195 0.111 0.004 
S 0.436 0.3925 0.034 0.103 

⑧体育館・講堂・

集会施設  

SRC 0.862 1.0225 0.1 0.059 
RC 0.888 1.235 0.118 0.017 
S 0.345 0.3625 0.04 0.139 

⑨倉庫・流通施設 

SRC 0.669 0.5575 0.08 0.077 
RC 0.77 0.7625 0.108 0.01 
S 0.354 0.175 0.031 0.088 

※）型枠は、密度 12kg/ｍ２、転用４回として、4分の 1の数値とした。
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(3) 取組みによる効果の算定
CASBEEの評価項目におけるCO2排出削減に関る取組みについて、以下のように扱うこととした。

① 長寿命化の取組み

耐用年数の向上が「Q2.サービス性能」で評価されている。ただし、具体的な耐用年数の延命をLCCO2の

計算条件として採用できる程の精度で推定することは難しい。従って（住宅を除き）耐用年数は一律として、

LCCO2を推計した。

  ・事務所、病院、ホテル、学校、集会場…60年固定
  ・物販店、飲食店、工場…30年固定
  ・住宅…日本住宅性能表示の劣化対策等級に従って、30、60、90年とする。

表Ⅲ. 2.3 「Q2/2.2.1 躯体材料の耐用年数」の採点レベルと CO2評価条件の対応（住宅）

レベル 基準 CO2評価の条件

レベル 1 (該当するレベルなし) －

レベル 2 (該当するレベルなし) －

レベル 3 

住宅の品質確保の促進に関する法律（日本住宅性能表

示基準、3.劣化の軽減に関すること）における木造、鉄骨
又はコンクリートの評価方法基準（平成 28年国土交通省
告示第 268号）で等級 1相当

躯体・基礎の寿命

30年

レベル 4 

住宅の品質確保の促進に関する法律（日本住宅性能表

示基準、3.劣化の軽減に関すること）における木造、鉄骨
又はコンクリートの評価方法基準（平成 28年国土交通省
告示第 268号）で等級 2相当

躯体・基礎の寿命

60年

レベル 5 

住宅の品質確保の促進に関する法律（日本住宅性能表

示基準、3.劣化の軽減に関すること）における木造、鉄骨
又はコンクリートの評価方法基準（平成 28年国土交通省
告示第 268号）で等級 3相当

躯体・基礎の寿命

90年

② 省資源の取組み

「LR2.資源・マテリアル」では、「既存建築躯体の継続使用」や「リサイクル建材の活用」が評価されており、
こうした対策を考慮した建設資材製造に関連するCO2排出（embodied CO2）を評価する。新築躯体全体

を100％とした時の既存躯体の利用率、高炉セメントの利用率それぞれについて、あらかじめ以下のとおり利
用率100％時のCO2排出量を算出し、データベース化を行った。効果量は、このデータベースを基に、評価

建物における利用率の評価者による％入力値に基づき概算する。

・躯体再利用100％時のCO2排出量を躯体工事における代表的な資材量（コンクリート、型枠、鉄骨、鉄筋）

が全て０として計算した。

・高炉セメント利用100％時のCO2排出量を躯体工事におけるコンクリート量を全て高炉セメントとして計算し

た。
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(4)「建設」「修繕・更新・解体」の CO2排出量

上記（１）～（３）基づいて算出されたCO2排出量を表Ⅲ.2.4～5に示す。
なお、木造建築物については、S造相当として評価することとした。

表Ⅲ. 2.4 建設段階の CO2排出量 （kg-CO2/年㎡）

用途 S・木造 RC SRC 
事務所   14.01 13.23 14.00 

LR2/2.2 既存建築躯体 100% 6.45 6.60 6.52 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 13.42 12.42 13.27 

学校   10.47 11.76 14.00 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 5.23 5.37 5.28 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 10.11 10.85 13.01 

物販店   16.57 22.39 16.96 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 8.40 8.60 8.49 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 15.87 20.51 16.32 

飲食店   16.57 22.39 16.96 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 8.40 8.60 8.49 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 15.87 20.51 16.32 

集会所   11.54 12.47 13.08 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 5.45 5.58 5.50 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 11.18 11.53 12.18 

工場   19.56 22.50 23.65 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 9.99 10.30 9.97 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 18.81 20.81 22.23 

病院   10.41 12.26 13.70 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 6.30 6.45 6.36 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 10.08 11.45 12.86 

ホテル   11.12 12.77 13.53 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 5.56 5.69 5.61 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 10.67 11.72 12.68 

集合住宅

S・木造 RC SRC 
レベル３   15.64 19.62 22.38 

LR2/2.2 既存建築躯体 100% 9.09 8.83 8.75 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 14.97 18.15 20.89 

レベル４   7.82 9.81 11.19 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 4.55 4.42 4.37 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 7.49 9.07 10.44 

レベル５   5.21 6.54 7.46 
LR2/2.2 既存建築躯体 100% 3.03 2.94 2.92 
LR2/2.3 ﾘｻｲｸﾙ材（高炉セメント） 100% 4.99 6.05 6.96 
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表Ⅲ. 2.5 修繕・更新・解体段階の CO2排出量 （kg-CO2/年㎡） 

用途 S・木造 RC SRC 
事務所 15.99 16.46 16.21
学校 11.80 12.42 12.31
物販店 6.88 7.74 6.91
飲食店 6.88 7.74 6.91
集会所 12.81 13.43 13.25
工場 8.65 9.42 9.06
病院 15.43 16.05 15.89
ホテル 13.30 13.94 13.67

集合住宅

S・木造 RC SRC 
レベル３ 8.02 8.37 8.36
レベル４ 9.72 9.74 9.68
レベル５ 10.98 10.86 10.78

2.3.3 「運用」の CO2排出量の算定方法

(1) 基本方針と要点
運用段階のCO2排出量に関する計算方法（標準計算）の要点は以下のとおりである。

① ｢LR1 エネルギー｣で評価を行う中項目における評価結果に基づきCO2排出量の計算を行う。

② CO2排出量の計算に用いる電気の排出係数は、評価者が評価の目的に従って、適切な数値を選択

する。なお、評価ツールでは、特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する

省令第２条第４項に基づく、実排出係数及び代替値のCASBEE 2016年版改訂時の最新値（平成26
年の実績値、平成27年11月の公表値）、およびその他の数値として評価者が選定した適切な排出係
数（任意）を使うことができるようにした。

③ 運用段階のCO2排出量算定においては、簡便性を優先するため一次エネルギー消費量をCO2排出量

に換算することとしている。

④ 運用段階のCO2排出量の算定（集合住宅以外）に際して、建物用途ごとの一次エネルギー消費の参

照値を統計値に基づき定めており、その一次エネルギー消費量をCO2排出量に換算する際にも、統計

値に基づくエネルギー種別構成比を用いた換算係数（「用途別CO2換算係数」）を用いている。この方

法は、建築物省エネ法に基づき算定された運用段階の一次エネルギー消費量よりCO2排出量を簡易

に算定するために採用した方法である。

なお、③のとおりCASBEEにおける省エネルギーの評価は、BEIなどに基づき評価しており、その都合上、リ
ファレンス建物と評価対象の一次消費エネルギーを算定して、それをCO2排出量に換算するという方法を

用いている。これにより、国に届出ている省エネルギー計算結果から、CO2排出量を簡易に算定することが

可能になったが、同時に、評価対象のエネルギー種別の構成比率の情報を反映しなくなるという問題が生

じている。また、④にあるようにエネルギー種別構成比の統計値を基に一次エネルギー消費からCO2排出

量に換算するための換算係数を定めているが、この換算係数をリファレンス建物と評価建物ともに、同一の

値を用いている点も、比較評価の観点から問題点が指摘されている。

今回の改定では、新築と既存評価の整合性・連続性や、国が提供するWebプログラム以外の算定法
（BEST 等）、小規模建築物を対象としたモデル建物法や簡易計算法などにおいても同じ算定ルールが適
用できることに配慮し、標準計算では従前の手法を踏襲している。

これらの標準計算における課題は、建築物省エネ法に準拠し省エネルギー計算結果を活用するCASBEE
におけるLCCO2の簡易評価のために生じている問題点であるが、2016年版の改訂では十分解決できなか
ったため、今後、検討を継続する。

(2) 集合住宅以外の建築物の場合
（１）に示す要点に加え、

① リファレンス建物に於けるCO2排出量（床面積あたり）は、エネルギー消費量の実績統計における平均値

から推定されるCO2排出量に等しいと仮定する。
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② 評価対象建物においても、建物用途別のエネルギー種別消費比率は、①の統計から得られる比率と同

じとする。

③ 評価対象建物のCO2排出量は、LR1の中項目の評価レベルに応じてリファレンス建物の一次エネルギ
ー消費量から増加させたり、減少させたりして推計された評価建物の一次エネルギー消費量に、CO2換

算係数を乗じて算定する。

A. リファレンス建物のCO2排出量

建物用途別・規模別に、統計データから一次エネルギー消費量原単位と使用しているエネルギー種別の

構成比率を定める（表Ⅲ.2.6）。このデータを基に、各建物用途におけるエネルギー種別の消費量を推計し、
CO2排出係数に乗じてCO2排出量を求める。

なお、標準計算において使用するCO2排出係数を表Ⅲ.2.7に示す。

リファレンス建物のCO2排出量[kg-CO2/年]  
= Σ（リファレンス建物の一次エネルギー消費量[MJ/年] 
× リファレンス建物におけるエネルギー種別i の一次エネルギー構成比率
× エネルギー種別i のCO2排出係数[kg-CO2/MJ]）

① リファレンス建物の一次エネルギー消費量

表Ⅲ.2.6に示される建物用途別・規模別（小中学校は、地域別）の一次エネルギー消費量原単位（該当区
分のサンプルの平均値）により求める。複合用途建物の場合は、各区分の一次エネルギー消費量原単位を

床面積加重して建物全体の値とする。

② 用途別CO2換算係数の推計

リファレンス建物における一次エネルギー消費量とCO2排出量から、CO2換算係数（一次エネルギー消費

当りのCO2排出量）が求められる。評価対象建物ではLR1の採点レベルに応じてエネルギー消費量が推計
される。評価対象建物におけるCO2排出量推計の際には、この用途別CO2換算係数を用いて一次エネル

ギー消費量からのCO2換算を行う。

用途別CO2換算係数[kg-CO2/MJ] 
= リファレンス建物のCO2排出量[kg-CO2/年] ／ リファレンス建物の一次エネルギー消費量[MJ/年]  

表Ⅲ. 2.6 一次エネルギー消費量の実績統計値

出典；「DECC非住宅建築物の環境関連データーベース（2016年6月公開データ、一般社団法人日本サステナブル建築協会）」を
集計。集合住宅専有部の一次エネルギー構成比率は、「平成26年度（2014年度）におけるエネルギー需給実績（確報）」家庭
部門エネルギー種別最終エネルギー消費の推移」（経済産業省 資源エネルギー庁 総合政策課 2016.4.15）より参照した。
工場については、統計値がないため、H28年国土交通省告示第265号による事務所の照明エネルギー消費量としている。また、
飲食店については延床面積2,000㎡以上のデータにて集計している。

建物用途 データ数 エネルギー種別一次エネルギー構成比率

[件] 300㎡未満 300㎡以上
2,000㎡未満

2,000㎡以上
1万㎡未満

1万㎡以上
3万㎡未満

3万㎡以上 電気 ガス その他※ LPG

事務所 事務所 2,475    1,480         1,900         2,230         90% 8% 2% -
官公庁 1,700    1,050         1,220         82% 10% 8% -

物販店舗等 デパート・スーパー 1,715    7,270         5,010         3,150         92% 4% 4% -
その他物販 427       2,290         93% 4% 3% -

飲食店 11        3,150         49% 38% 13% -
ホテル・旅館 1,085    2,450         2,750         56% 20% 24% -
病院 2,195    2,200         2,480         2,990         56% 19% 25% -
学校等 幼稚園・保育園 619       540            68% 18% 14% -

小・中学校 北海道 66        580            41% 9% 51% -
その他 314       330            71% 22% 7%

高校 2,368    390            350            230            73% 7% 20% -
大学・専門学校 662       840            870            1,110         75% 15% 10% -

集会所等 劇場・ホール 942       980            1,390         76% 17% 7% -
展示施設 1,097    1,080         1,370         81% 9% 10% -
スポーツ施設 376       1,990         1,400         61% 27% 12% -

工場 - 500            100% 0% 0% -
集合住宅 専用部 - - - - - - 51% 20% 17% 11%

共用部 - - - - - - 100% 0% 0% -

一次エネルギー消費量（規模別）　[MJ/年㎡]
延床面積の区分
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表Ⅲ. 2.7 評価に用いたエネルギー種別の CO2排出係数

種別 CO2排出係数 備考

電気 ※ kg-CO2/MJ ※評価者が選択した数値（kg-CO2/kWh）を
9.76MJ/kWhで換算した値（H28年国土交通省告示第
265号全日平均）

都市ガス 0.0499 kg-CO2/MJ  
灯油 0.0678 kg-CO2/MJ  
Ａ重油 0.0693 kg-CO2/MJ  
ＬＰＧ 0.0590 kg-CO2/MJ 標準計算では、住宅用途に使用

その他 0.0686 kg-CO2/MJ (灯油＋A重油の平均値）

B．評価対象建物の CO2排出量

評価対象建物のCO2排出量は、リファレンス建物を建築物省エネ法におけるエネルギー消費性能基準の

基準一次エネルギー消費量相当と仮定して、評価対象建物における各種省エネ手法導入によるCO2削減

効果を合算して評価する。すなわち、図Ⅲ.2.5に示すように、リファレンス建物のエネルギー消費量Aを起点
に、LR1評価での３項目ごとに省エネルギー効果によるCO2 削減量（効果量）を推定し、Aからそれらの削
減量を差し引くことによって評価対象建物のエネルギー消費量Dを求める。そのD に、CO2換算係数をか

けてCO2排出量とする。なお、新しい省エネルギー基準に従い、Web プログラム等を用いてBEIにより評価
した場合、BEI の評価には、設備システムの高効率化に加え、熱負荷削減による一次エネルギー消費削
減も含まれる。すなわち、「建物外皮の熱負荷抑制」の採点レベルは(a)に含めて評価される。

評価建物のCO2 排出量D’ [kg-CO2/年] 
＝ リファレンス建物のCO2排出量A’ [kg-CO2/年] 

－ BEIによるCO2削減量[kg-CO2/年] 
－ 自然エネルギーの利用によるCO2削減量[kg-CO2/年] 
－ 効率的運用によるCO2削減量[kg-CO2/年] 

＝ （リファレンス建物の一次エネルギー消費量A [MJ/年]
－ BEIによる一次エネルギー消費削減量（a）[MJ/年] 
－ 年間自然エネルギー利用量（b）[MJ/年] 
－ 効率的運用による一次エネルギー消費削減量（c）[MJ/年]） 
× 用途別CO2換算係数[kg-CO2/MJ]

図Ⅲ. 2.5 評価対象建物の CO2排出量算定の考え方

リファレンス建物

統計データによる一次エネルギー消費量

(c)効率的運用による削減分 

評価建物

電気 ガス その他 

電気 ガス 

A

その他 

評価対象建物の一次エネルギー消費量

(b)自然エネルギーの利用による削減分 

B

D

C

リファレンス建物の CO2排出量

統計値に基づく比率で、一次エネルギーからCO2へ換算

評価建物の CO2排出量 

統計値に基づく比率で、一次エネルギーからCO2へ換算

A’

D’

(a)一次エネルギー消費率（BEI）による一次エネルギー消費削減

分
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① 効果量の算定方法 

（a）BEI 
「LR1/3 設備システムの高効率化」の採点で用いるBEI（モデル建物法を用いた場合は、BEIm）による
評価を行う。

ただし、BEIの評価にオンサイト手法の評価が含まれている場合は、差し引いて評価を行うこと。

BEIによる一次エネルギー消費削減量（a） [MJ/年] 
＝ （１－評価対象建物のBEI [-] ）× リファレンス建物の一次エネルギー消費量 [MJ/年] 

（b）自然エネルギーの利用
「LR1/2 自然エネルギーの利用」の採点で評価する年間自然エネルギーの直接利用量（一次エネルギ
ー消費量、延床面積あたり）を用いて、計算を行う。

定性評価の場合は評価結果を年間利用量に換算し、一次エネルギー消費量の削減分の算定を行う。

表Ⅲ. 2.8 定性評価から定量評価への換算方法

評価項目 評価 定量評価への換算方法 備考

２．自然

エネルギ

ー利用

直接

利用

レベル 1 推定利用量=0MJ/㎡ レベル 1（-）
レベル 2 推定利用量=0MJ/㎡ レベル 2（-）
レベル 3 推定利用量=0MJ/㎡ レベル 3（0～1MJ/㎡まで）
レベル 4 推定利用量=1MJ/㎡ レベル 4（1～15MJ/㎡まで）

レベル 5 
推定利用量=年間利用量
学（小中高）では、

推定利用量=15MJ/㎡

レベル 5（15MJ/㎡以上、学
（小中高）では定性評価）

（c）効率的運用
「LR1/4 効率的運用」の採点レベルを用い、BEI、自然エネルギー利用を加味した後の評価対象建物
のエネルギー消費量を母数に、レベルに応じた補正係数により評価を行う。効率的運用の工夫により、運

用時の不具合を回避して最適な運用（＝予測どおりの性能）が可能な場合をレベル5と仮定して、レベル

が下がるに応じて、想定以上のエネルギーが無駄に消費されるものとして評価する。

表Ⅲ. 2.9 「LR1/4．効率的運用」の各採点レベルにおける補正係数

採点レベル 補正係数

レベル 1 1.000 
レベル 2 1.000 
レベル 3 1.000 
レベル 4 0.975 
レベル 5 0.950 

② 一次エネルギー消費量から CO2排出量への換算 

上記①により算定された評価対象建物のエネルギー消費量に対して、Aで求めた用途別CO2換算係数を

乗じることで、運用段階の評価対象建物のCO2排出量を推計する。
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(3) 集合住宅の場合

A. リファレンス建物の CO2排出量

リファレンス建物における一次エネルギー消費量と使用しているエネルギー種別の構成比率を定める（表

Ⅲ.2.6）。これを基に、エネルギー種別の消費量を推計し、CO2排出係数に乗じてCO2排出量を求める。

リファレンス建物のCO2排出量[kg-CO2/年]  
= Σ（リファレンス建物の一次エネルギー消費量[MJ/年] 
× リファレンス建物におけるエネルギー種別i の一次エネルギー構成比率
× エネルギー種別i のCO2排出係数[kg-CO2/MJ]）

① リファレンス建物の一次エネルギー消費量

(a)専有部
リファレンス建物の一次エネルギー消費量はWebプログラム等により算定される各住戸の「基準一次エネ
ルギー消費量」の数値を建物全体で合計した数値を用いる。

リファレンス建物の一次エネルギー消費量[MJ/年] 
＝Σ住戸nの基準一次エネルギー消費量[MJ/年] 

(b)共用部
リファレンス建物の一次エネルギー消費量はWebプログラム等により算定される共用部の「基準一次エネ
ルギー消費量」の数値等を用いる。

リファレンス建物の一次エネルギー消費量[MJ/年] 
＝基準一次エネルギー消費量[MJ/年] 

② 用途別CO2換算係数の推計

統計的な集合住宅の一次エネルギー構成比率（表Ⅲ.2.6）に、エネルギー種別ごとのCO2排出係数

（Ⅲ.2.7）を乗じて、専有部、共用部それぞれの用途別CO2換算係数を求める。

用途別CO2換算係数[kg-CO2/MJ] 
= Σ（エネルギー種別i の一次エネルギー構成比率 

× エネルギー種別i のCO2排出係数[kg-CO2/MJ]）

B. 評価対象建物の CO2排出量

評価対象建物のCO2排出量は、評価対象建物のエネルギー消費量に対して、表Ⅲ.2.6に示す用途別の
CO2換算係数を乗じることで、運用段階の評価対象建物のCO2排出量を推計する。

評価建物のCO2 排出量[kg-CO2/年] 
= Σ（評価建物の一次エネルギー消費量[MJ/年] × 用途別CO2換算係数[kg-CO2/MJ] ）

① 効果量の算定方法

ここで、評価建物の一次エネルギー消費量は、国の省エネ法に基づく省エネルギー計算によって算出され

る「設計一次エネルギー消費量」を用いる。ＨＥＭＳ、ＭＥＭＳの効果は、当面、考慮しないこととする。

ただし、「設計一次エネルギー消費量」の評価に、オンサイト手法による評価が含まれている場合は差し引

いて評価を行うこと。（太陽光発電など）

(a)専有部
評価建物の一次エネルギー消費量[MJ/年] 
＝Σ住戸nの設計一次エネルギー消費量[MJ/年] 

なお、、「LR1/3 設備システムの高効率化」においてエネルギー計算を行わず仕様によるレベル評価を
行った場合は、表Ⅲ.2.10に示す既定の一次エネルギー消費量を用いてCO2排出量を求める。

この一次エネルギー消費量は「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準及び一
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次エネルギー消費量に関する基準（平成28年国土交通省告示第266号）」（以下、「仕様基準」と呼ぶ）
の条件に準じて算定した基準一次エネルギー消費量を基に、「LR1/3 設備システムの高効率化」用途
③（住宅用途）の各レベルにおけるBEIの設定値を用いて換算している。したがって、参照値の一次エネ
ルギー消費量は、「LR1/3 設備システムの高効率化」用途③におけるレベル3相当、BEI=1.00での換
算値となっている。

「仕様基準」では、下記の暖房設備および冷房設備の方式ごとに設備仕様の判断基準が定められてい

る。基準一次エネルギー消費量は設備の方式によって異なるため、CO2排出量算出に用いる一次エネ

ルギー消費量もそれぞれの方式に応じた値を用いている。

暖房設備 Ａ：単位住戸全体を暖房する方式        Ｂ：居室のみを暖房する方式（連続運転）

   Ｃ：居室のみを暖房する方式（間歇運転）

冷房設備 ａ：単位住戸全体を冷房する方式        ｂ：居室のみを冷房する方式（間歇運転）

表Ⅲ. 2.10  CO2排出量算出に用いる一次エネルギー消費量（MJ/m２）

設備の方式 LR1/3の
評価レベル

地域区分

暖房 冷房 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

A ａ

参照値 1,510 1,315 1,134 1,316 1,190 1,119 985 937
レベル１ 1,777 1,542 1,325 1,543 1,393 1,308 1,147 1,089
レベル３ 1,510 1,315 1,134 1,316 1,190 1,119 985 937

Ａ ｂ

参照値 1,492 1,299 1,096 1,242 1,109 926 740 525
レベル１ 1,755 1,523 1,279 1,455 1,295 1,076 852 595
レベル３ 1,492 1,299 1,096 1,242 1,109 926 740 525

Ｂ ａ

参照値 1,252 1,176 1,069 1,218 1,080 1,081 965 937
レベル１ 1,467 1,376 1,248 1,426 1,260 1,261 1,122 1,089
レベル３ 1,252 1,176 1,069 1,218 1,080 1,081 965 937

Ｂ ｂ

参照値 1,233 1,160 1,031 1,144 998 887 720 525
レベル１ 1,444 1,357 1,202 1,338 1,163 1,029 828 595
レベル３ 1,233 1,160 1,031 1,144 998 887 720 525

Ｃ ａ

参照値 957 905 839 924 813 870 848 937
レベル１ 1,113 1,051 972 1,073 940 1,009 983 1,089
レベル３ 957 905 839 924 813 870 848 937

Ｃ ｂ

参照値 939 889 801 850 732 677 603 525
レベル１ 1,091 1,031 926 985 843 777 689 595
レベル３ 939 889 801 850 732 677 603 525

(b)共用部
評価建物の一次エネルギー消費量[MJ/年] 
＝ 設計一次エネルギー消費量[MJ/年] 

② 一次エネルギー消費量から CO2排出量への換算 

上記①により算定された評価対象建物のエネルギー消費量に対して、Aで求めた用途別CO2換算係数を

乗じることで、運用段階の評価対象建物のCO2排出量を推計する。
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2.3.4 オンサイト手法を適用した場合の CO2排出量算定の考え方

2010年版より、オンサイト手法として敷地内の再生可能エネルギーなどを利用した場合のLCCO2評価結果

を、エコマテリアルや建物の長寿命化、省エネルギーなどの建物本体での取組みと分けて表示することとし

た。これは、主に戸建住宅などエネルギー消費量の少ない用途の建物では、太陽光発電さえ設置すれば、

運用段階の大幅な省エネ、CO2削減になることが考えられるが、他の省エネ手法・CO2削減手法の採用も

重要であるため、２つを分離して、その効果を示す必要があるとの判断によるものである。CASBEE-建築
（新築）の対象となる建物では、これらの問題点は生じにくいと思われるが、今後、建物に対する再生可能エ

ネルギーの利用が拡大すると考えられ、2010年版より、CASBEE-建築（新築）でもこの対応を行うこととし
た。

現在、太陽光発電の普及の為、太陽光発電により発電された電気のうち建物内で消費されなかった余剰

分については、エネルギー事業者に売却することができ、これをエネルギー事業者が売電単価より高い値

段で買い取る制度が適用されている。実は、その際に、太陽光発電による環境価値（CO2削減効果）も含め

て売買されているので、このような考え方に立てば、売却された太陽光発電による電気のCO2削減効果は、

その建物の環境評価に加えることができない。

一方、発電された電気を環境価値も含めて売却したとしても、太陽光パネルを設置して我が国のCO2の削

減に貢献したという建物（または敷地内）の物理的な性能は発揮されているとすると、CASBEE評価では、
太陽光発電の普及は我が国においても低炭素社会構築にとって重要と考え、他者に売却した太陽光発電

による電気のCO2削減効果もオンサイト手法として算入することとした。ただし、全量固定買取制度による他

者への売却分は評価対象外とする。なお、太陽光発電による電気の環境価値については、現在、国・自治

体で諸制度が検討されており、今後の諸制度の整備状況によっては見直しの可能性があることを留意いた

だきたい。

なお、「標準計算」では、省エネ計算書に関する入力を行う「計画書」シートで「オンサイト手法による一次エ

ネルギー消費削減量（MJ/年㎡）」が入力されていれば、その効果を用途別CO2換算係数により自動算定
する。「個別計算」では、評価者が独自に算定する必要があるが、図Ⅲ.2.7に示す「LCCO2算定条件（個別

計算）」シートに表示される参考値を引用して、入力することも可能となっている。

2.3.5 オフサイト手法を適用した場合の CO2排出量の算定の考え方

温暖化対策の一つとして、グリーン電力証書やカーボンクレジットの取得によるカーボンオフセット手法が推

進されている。これらの手法は、建物自体の環境性能とは必ずしもいえないが、我が国全体での温暖化対

策としては有効であり、推進する必要がある。2010年版のCASBEEより、これらの敷地の外での取組みを、
オフサイト手法として整理して、LCCO2の評価に加えることとした。

具体的には、オフサイト手法として、下記の取組みを評価する。

① 建物所有者または建物利用者による下記の取組み

・グリーン電力証書、グリーン熱証書

・ J-クレジット制度  など
② エネルギー供給事業者によるカーボンオフセットの取組み

建物所有者または建物利用者による取組みに関しては、CASBEE-建築（新築）の評価の有効期間（竣工
後３年間）のクレジット等が購入済みか、購入を約束する必要がある。

また、「②のエネルギー供給事業者によるカーボンオフセットの取組み」の効果に関しては、例えば、評価時

点での最新の実排出係数注１と調整後排出係数注２との差とエネルギー供給事業者より購入した電力量の積

を計算して評価することができる。（図Ⅲ.2.7参照）

注 1 特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令（環境省ほか）第２条第４項に基づく
注 2 温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令（環境省ほか）第２０条の２に基づく
注 3 電気事業者毎の排出係数（実排出係数・調整後排出係数）および代替値は国が認めた値が毎年度公表される
ため、ＣＡＳＢＥＥの評価マニュアル、評価ソフトの改訂の有無を確認のこと。なお、評価マニュアル、評価ソフトが対

応できていない場合でも、環境省のホームページなどで確認のうえ、最新の値を用いることができる。

なお、オフサイト手法の適用によるCO2削減については、これまで、BEEでは評価されておらず、また、今後、
様々な手法の適用が考えられるため、LCCO2の「個別計算」のみで取り扱うこととした。オフサイト手法に関
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しては、今後、適用事例が増加すると思われ、CASBEEにおける評価方法についても、充実を図っていく。

表Ⅲ. 2.11 電気事業者別の CO2の実排出係数と調整後排出係数

(t-CO2/kWh) 

（２０１４年度実績値、平成２７年１１月３０日公表）

2.3.6  LCCO2評価の手順（個別計算）

個別計算では、公表されたLCA手法により、詳細なLCCO2が算定されている場合には、その計算条件と計

算結果を引用してCASBEEのライフサイクルCO2（温暖化影響チャート）に個別計算として表示することが

可能となっている（オプション）。この際、下記のような計算条件と計算結果を図Ⅲ.2.6に示す「LCCO2算定

条件（個別）」シートに入力する必要がある。ただし、CASBEEの「標準計算」の計算結果の大部分を引用し
て、一部を他の根拠のあるデータに置き換えることも可能である。具体的には、「標準計算」の計算条件と計

算結果を引用して入力して、オフサイトの取組みのみを追加記入することにより評価できる。

「標準計算」などで入力したデータを基に、太陽光発電などによるオンサイト手法を適用した場合のCO2削

減量や、エネルギー事業者のオフセット手法によるCO2削減量の計算結果が図Ⅲ.2.7のように示されている
ので、参考にすることもできる。

具体的な入力項目としては、下記のような計算条件と計算結果を入力する。

・ 建物概要（建物用途、建物規模、構造種別）

・ ライフサイクル設定（想定耐用年数）

・ 建設段階の CO2排出量（計算結果）

・ 上記の算定方法（ex. 日本建築学会 建築物の LCAツール ver.5.00 など）
・ CO2排出量原単位の出典（ex. 日本建築学会による 2005年産業連関表分析結果）
・ CO2算定のバウンダリー（ex. 国内消費支出分）
・ 代表的な資材量； 普通コンクリート（m3/m2

）、高炉セメントコンクリート（m3/m2
）、鉄骨（t/m2

）、鉄骨

(電炉）（t/m2
）、鉄筋（t/m2

）、その他

・ 代表的な資材の環境負荷； 普通コンクリート（kg-CO2/m3
）、高炉セメントコンクリート（kg-CO2/m3

）、

鉄骨（kg-CO2/t）、鉄骨(電炉）（kg-CO2/t）、鉄筋（kg-CO2/t）、その他
・ 主要なリサイクル建材と利用率; 高炉セメント（躯体での利用率）、既存躯体の再利用（躯体での利用
率）、電炉鋼材（鉄筋）、電炉鋼材（鋼材）、その他

・ 修繕・更新・解体段階の CO2排出量（計算結果）

・ 更新周期（年）（外装、内装、設備）

・ 平均修繕率（％/年）（外装、内装、設備）

一般電気事業者名
実排出係数 調整後排出係数

特定規模電気事業者名
実排出係数 調整後排出係数

特定規模電気事業者名 
実排出係数 調整後排出係数

(t-CO2/kWh) (t-CO2/kWh) (t-CO2/kWh) (t-CO2/kWh) (t-CO2/kWh) (t-CO2/kWh)
北海道電力(株) 0.000683 0.000688 アーバンエナジー(株) 0.000410 0.000337 (株)フォレストパワー 0.000190 0.000699

東北電力(株) 0.000571 0.000573 アストモスエネルギー(株) 0.000190 0.000183 (株)ベイサイドエナジー 0.000581 0.000562

東京電力(株) 0.000505 0.000496 イーレックス(株) 0.000662 0.000469 京葉瓦斯(株) 0.000494 0.000478

中部電力(株) 0.000497 0.000494 （一財）中之条電力 0.000316 0.000550 サミットエナジー(株) 0.000413 0.000503

北陸電力(株) 0.000647 0.000640 （一社）電力託送代行機構 0.000316 0.000561 ＪＸ日鉱日石エネルギー(株) 0.000325 0.000306

関西電力(株) 0.000531 0.000523 出光グリーンパワー(株) 0.000253 0.000739 ＪＬエナジー(株) 0.000553 0.000534

中国電力(株) 0.000706 0.000709 伊藤忠エネクス(株) 0.000568 0.000294 志賀高原リゾート開発(株) 0.000036 0.000576

四国電力(株) 0.000676 0.000688 ＳＢパワー(株) 0.000259 0.000342 シナネン(株) 0.000416 0.000563

九州電力(株) 0.000584 0.000598 エネサーブ(株) 0.000634 0.000206 昭和シェル石油(株) 0.000372 0.000353

沖縄電力(株) 0.000816 0.000816 荏原環境プラント(株) 0.000266 0.000624 新日鉄住金エンジニアリング(株) 0.000560 0.000570

王子製紙(株) 0.000438 0.000419 鈴与商事(株) 0.000488 0.000348

オリックス(株) 0.000498 0.000393 泉北天然ガス発電(株) 0.000329 0.000310

(株)イーセル 0.000511 0.000494 総合エネルギー(株) 0.000636 0.000615

(株)岩手ウッドパワー 0.000044 0.000042 大東エナジー(株) 0.000566 0.000547

(株)うなかみの大地 0.000106 0.000744 ダイヤモンドパワー(株) 0.000339 0.000323

(株)ＳＥウイングズ 0.000462 0.000447 大和ハウス工業(株) 0.000519 0.000501

(株)エヌパワー 0.000415 0.000553 中央電力エナジー(株) 0.000560 0.000541

(株)エネット 0.000454 0.000462 テス・エンジニアリング(株) 0.000599 0.000925

(株)Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 0.000454 0.000398 テプコカスタマーサービス(株) 0.000487 0.000327

(株)関電エネルギーソリューション 0.000541 0.000528 東京エコサービス(株) 0.000071 0.000149

(株)クールトラスト 0.000492 0.000475 にちほクラウド電力(株) 0.000539 0.000521

(株)グローバルエンジニアリング 0.000472 0.000568 日産トレーデイング(株) 0.000365 0.000410

(株)ケーキュービック 0.000153 0.000598 日本アルファ電力(株) 0.000000 0.001479

(株)洸陽電機 0.000348 0.000468 日本テクノ(株) 0.000532 0.000588

(株)サイサン 0.000373 0.000360 日本ロジテック協同組合 0.000386 0.000552

(株)サニックス 0.000009 0.000009 パナソニック(株) 0.000622 0.000611

(株)ＣＮＯパワーソリューションズ 0.000537 0.000524 プレミアムグリーンパワー(株) 0.000011 0.000265

(株)Ｇ－Ｐｏｗｅｒ 0.000170 0.000000 本田技研工業(株) 0.000580 0.000560

(株)新出光 0.000487 0.000728 丸紅(株) 0.000482 0.000487

(株)トヨタタービンアンドシステム 0.000492 0.000477 ミサワホーム(株) 0.000311 0.000301

(株)とんでん 0.000495 0.000479 三井物産(株) 0.000000 0.000000

(株)ナンワエナジー 0.000602 0.000601 ミツウロコグリーンエネルギー(株) 0.000466 0.000498

代替値 0.000579  (t-CO2/kWh) (株)日本セレモニー 0.000610 0.000696 リエスパワー(株) 0.000582 0.000000

(株)Ｖ－Ｐｏｗｅｒ 0.000254 0.000561 ワタミファーム＆エナジー(株) 0.000454 0.000439
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・ 解体段階の CO2排出量の算定方法（ex．廃材の○○km の輸送のみ評価 ）
・ 運用段階の CO2排出量（計算結果）

 ① 参照値

 ② 建築物の取組み

 ③ 上記＋②以外のオンサイト手法

 ④ 上記＋オフサイト手法

・ 一次エネルギー消費量の計算方法

・ エネルギーの CO2排出量係数（電気、ガス、その他の燃料）

・ その他
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図Ⅲ. 2.6 「LCCO2算定条件（個別計算）」シート

■LCCO2算定条件シート(個別計算） ■建物名称 ○○ビル

CASBEE-BD_NC_2016(v1.0)

参照値（参照建物） 評価対象 備考

建物

概要
建物用途 事務所, 事務所,

建物規模 54,000㎡ 54,000㎡

構造種別 RC造 RC造

ライフサイク
ル設定

想定耐用年数 事務所部分60年, 同左

CO2排出量 35.00 30.00 kg-CO2/年㎡

エンボディドCO2の

算定方法

日本建築学会による2005年産業連関表分
析による日本の平均値

同左

CO2排出量原単位の

出典

日本建築学会による2005年産業連関表分
析による分析結果

同左

バウンダリー 国内消費支出分 同左

代表的な資材量

普通コンクリート 0.77 〃 ｍ3/㎡

高炉セメントコンクリート 0 〃 ｍ3/㎡

鉄　骨 0.038 〃 ｔ/㎡

鉄骨 (電炉） 0 〃 ｔ/㎡

鉄　筋 0.103 〃 ｔ/㎡

□　□ ○○ 〃 ｔ/㎡

□　□ ○○ 〃 kg/㎡

代表的な資材の環境負荷

普通コンクリート 266.71 〃 kg-CO2/m
3

高炉セメントコンクリート 216.57 〃 kg-CO2/m
3

鉄　骨 1.28 〃 kg-CO2/kg

鉄骨 (電炉） - 〃 kg-CO2/kg

鉄　筋 0.51 〃 kg-CO2/kg

木　材 4.75 〃 kg-CO2/kg

□　□ ○○ 〃 kg-CO2/kg

主要なリサイクル建材と利用利率

高炉セメント

（躯体での利用率）
0% 〃

既存躯体の再利用
（躯体での利用率）

0% 〃

電炉鋼材（鉄筋） 0% 〃

電炉鋼材（鋼材） 0% 〃

CO2排出量 10.00 8.00 kg-CO2/年㎡

修繕・更新・ 更新周期（年）

解体段階 外装 25年 〃

内装 18年 〃

設備 15年 〃

平均修繕率（％/年）

外装 1% 〃

内装 1% 〃

設備 2% 〃

解体段階のCO2排出量の

算定方法

解体廃棄物量として、2000kg／㎡を仮定し
て、30kmの道路運送分を評価

同左

CO2排出量

①参照値／
②建築物の取組み

30.00 20.00 kg-CO2/年㎡

③上記+②以外の

　オンサイト手法
－ 8.00 kg-CO2/年㎡

参考 太陽光発電による削減分 12.00 kg-CO2/年㎡

(内訳）自家消費分

余剰売電分

その他再生可能エネルギー

④上記+
　オフサイト手法

－ -5.00 kg-CO2/年㎡

参考
(a)　グリーン電力証書によるカーボンオフ
セット

13.00 kg-CO2/年㎡

(b)グリーン熱証書によるカーボンオフセット

（ｃ）その他カーボンクレジット

(d)調整後排出量（調整後排出係数による）
と実排出量の差

エネルギー
消費量の算定方法

統計値より、一次エネルギー消費量の平均
値を引用

同左

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 120,960 86,145 MJ/年㎡

エネルギーのCO2排出係数

一次ｴﾈﾙｷﾞｰあたり　非住宅 0.068336557 同左 kg-CO2/MJ

同上　　住宅（専有部） 0.063661349 同左 kg-CO
2
/MJ

電力 0.683 同左 kg-CO2/ｋWh

ガス 0.0498 同左 kg-CO2/MJ
その他の燃料

（　　　）
○○ 同左 kg-CO2/MJ

上水使用

項目

建設
段階

その他

運用
段階
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図Ⅲ. 2.7 「LCCO2算定条件（個別計算）」シートにおける参考値（表示例）

＜参考＞　個別計算にあたって、利用できる計算値
太陽光発電によるCO2削減量　（発電量が③ｵﾝｻｲﾄの取組分相当の場合で、かつ削減分に電力の排出係数を用いる場合。）
太陽光発電の発電量 合計 110,656 kWh/年

運用 自家消費分 110,656 kWh/年
段階 余剰売電分 0 kWh/年

CO2削減量 合計  [1] 10.76 kg-CO2/年㎡

自家消費分 10.76 kg-CO2/年㎡

余剰売電分 0.00 kg-CO2/年㎡

調整後排出係数を用いた場合の実排出量との差
評価建物(③)の電力消費量 4,359 kWh/年

排出係数 実排出係数 0.525 kg-CO2/kWh

調整後排出係数 0.406 kg-CO2/kWh

実排出量との差 建物全体 519 kg-CO2/年

延床面積あたり　[2] 0.10 kg-CO2/年㎡


